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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 受注工事高及び売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 連結経営指標等の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載してい
ない。 

３ 提出会社の経営指標等のうち、１株当たり純資産額、１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株
当たり中間(当期)純利益については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略している。 

４ 純資産額の算定にあたり、第64期中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会
計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指
針第８号)を適用している。 

第一部 【企業情報】

回次 第63期中 第64期中 第65期中 第63期 第64期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

売上高 (百万円) 15,381 19,800 17,375 45,409 47,602

経常利益 (百万円) 76 249 111 479 603

中間(当期)純利益 (百万円) 68 484 101 449 468

純資産額 (百万円) 6,357 7,196 7,183 6,853 7,195

総資産額 (百万円) 38,268 33,237 34,508 41,264 38,139

１株当たり純資産額 (円) 22.05 24.96 24.92 23.77 24.96

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 0.24 1.68 0.35 1.56 1.63

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 16.6 21.7 20.8 16.6 18.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,381 2,278 △490 4,113 88

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △35 1,170 △113 1,865 1,111

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,874 △5,020 942 △5,085 △2,653

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 2,897 1,748 2,203 3,319 1,865

従業員数 (人) 565 464 453 524 455

(2) 提出会社の経営指標等

受注工事高 (百万円) 23,130 21,910 17,439 43,623 41,181

売上高 (百万円) 13,821 19,040 17,175 41,657 46,578

経常利益 (百万円) 52 245 91 418 593

中間(当期)純利益 (百万円) 44 474 84 564 453

資本金 (百万円) 7,864 7,864 7,864 7,864 7,864

発行済株式総数 (千株) 288,357 288,357 288,357 288,357 288,357

純資産額 (百万円) 6,227 7,196 7,160 6,859 7,189

総資産額 (百万円) 36,517 32,889 34,206 39,672 37,770

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 17.1 21.9 20.9 17.3 19.0

従業員数 (人) 448 406 401 411 396



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重

要な変更はない。 

また、主要な関係会社の異動はない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数である。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であり、関係会社等への出向社員７名を除いている。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには労働組合はなく労使交渉の場として当社には社員協議会があり、労使関係について

特に記載すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

建設事業 407

不動産事業 2

全社(共通) 44

合計 453

従業員数(人) 401



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善が進み、雇用情勢も厳しさが残るものの

着実に改善を続けるなど回復基調を続けてきたが、景気の先行きは原油高や米国経済減速の影響が懸念

され、不透明感も感じられる。 

この間建設業界では、建築基準法の改正に伴う建築確認・検査の厳格化等の影響によるマンション工

事の発注遅れや公共投資の削減など、受注環境は依然として厳しい状況が続いた。 

このような状況の下、当社グループでは、「新３ヵ年計画」の基本方針に基づき、「目標受注工事高

の確保」および「各年度必達目標利益の達成」を強力に推し進め、繰越損失の一掃を最重要課題として

取り組んできた。  

その結果、建設事業における当中間連結会計期間の受注工事高は、建築基準法改正等の影響もあり、

前中間連結会計期間に比べ22.0％減の176億87百万円、完成工事高は、前中間連結会計期間に比べ

11.6％減の172億13百万円となり、下半期への繰越工事高は310億20百万円となった。また、不動産事業

では、引き続き建設事業への特化を進めたため、不動産事業売上高は、前中間連結会計期間に比べ

51.8％減の1億61百万円となった。以上により、当中間連結会計期間の売上高は、前中間連結会計期間

に比べ12.2％減の173億75百万円となった。  

損益面では、完成工事高減少の影響があったものの、工事原価圧縮による利益率の向上により、当中

間連結会計期間の完成工事総利益は、前中間連結会計期間に比べ1.9％減の11億85百万円となり、これ

に不動産事業総利益33百万円を加えた売上総利益は前中間連結会計期間に比べ12.5％減の12億19百万円

となり、諸経費の削減効果等により販売費及び一般管理費は減少したが、営業利益は前中間連結会計期

間に比べ35.0％減の2億11百万円となった。経常利益については、借入利率の上昇に伴う支払利息の増

加等により、前中間連結会計期間に比べ55.1％減の1億11百万円となった。また、投資有価証券を売却

したことと等により、特別利益として1億26百万円を計上する一方、違約金等の特別損失が1億28百万円

となったため、中間純利益は、前中間連結会計期間に比べ79.1％減の1億1百万円となった。 

なお、当社は、過年度における防衛施設庁（現防衛省装備施設本部）発注の建設工事に関して独占禁

止法に違反したとして、公正取引委員会より排除措置命令および課徴金納付命令を受けた。当社は従来

よりコンプライアンス経営に努めてきたが、今後は再発防止に向けて法令遵守のより一層の徹底を図

り、信頼の回復に努めていく所存である。 

なお、建設事業では、通常の営業形態として、上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きいた

め、連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業

績に季節的変動がある。(提出会社の変動状況については、２ 生産、受注及び販売の状況 (2) 受注

工事高及び完成工事高について を参照） 

  

なお、第２ 事業の状況及び第３ 設備の状況の記載金額は、消費税等抜きの金額で表示している。

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間の連結キャッシュ・フローについては、営業活動によるキャッシュ・フローが4

億90百万円のマイナス、投資活動によるキャッシュ・フローが1億13百万円のマイナスとなり、財務活

動によるキャッシュ・フローが9億42百万円のプラスとなった。 

この結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は22億3百万円となり、前中間連結会

計期間末に比べ4億55百万円増加した。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

仕入債務の減少等により前中間連結会計期間22億78百万円のプラスから4億90百万円のマイナスと

なり、27億68百万円の減少となった。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

前中間連結会計期間に貸付金を回収したこと等により前中間連結会計期間は11億70百万円のプラス

であったが、当中間連結会計期間は前中間連結会計期間に比べ1億13百万円のマイナスとなり、12億

84百万円の減少となった。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

前中間連結会計期間に売上債権および貸付金の回収による収入等を借入金の返済に充当したため、

前中間連結会計期間は50億20百万円のマイナスであったが、当中間連結会計期間は前中間連結会計期

間に比べ9億42百万円のプラスとなり、59億62百万円の増加となった。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注実績 

  

 
  

(2) 売上実績 

  

 
(注) １ 当社グループでは建設事業以外は受注生産を行っていない。 

２ セグメント間の取引については相殺消去前で記載している。 

３ 当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。 

４ 売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりである。 

 
  

区分

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

(百万円)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(百万円)

建設事業 22,678 17,687(22.0％減)

区分

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

(百万円)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(百万円)

建設事業 19,468 17,217(11.6％減)

不動産事業 342 168(50.9％減)

小計 19,811 17,385(12.2％減)

セグメント間消去 △10 △10( 2.0％減)

差引合計 19,800 17,375(12.2％減)

前中間連結会計期間 南海電気鉄道株式会社 3,526百万円 17.8％

当中間連結会計期間 南海電気鉄道株式会社 3,543百万円 20.4％



なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。 

建設業における受注工事高及び施工高の状況 

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

 
(注) １ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその

増減額を含む。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。 

２ 期末繰越工事高の施工高は支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。 

３ 期中施工高は(期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致する。 

  

(2) 受注工事高及び完成工事高について 

当社は建設市場の状況を反映して工事の受注工事高及び完成工事高が平均化しておらず、最近３年間

についてみても次のように変動している。 

  

 
  

期別 工事別
期首繰越
工事高 
(百万円)

期中受注
工事高 
(百万円)

計
(百万円)

期中完成
工事高 
(百万円)

期末繰越工事高

期中
施工高 
(百万円)

手持
工事高 
(百万円)

うち施工高

比率
(％)

金額 
(百万円)

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

建築 27,215 16,369 43,585 13,898 29,686 5.3 1,586 13,785

土木 6,774 4,895 11,670 3,160 8,510 34.0 2,896 3,834

電気 1,446 645 2,091 1,638 453 4.9 22 912

計 35,437 21,910 57,347 18,697 38,650 11.7 4,504 18,532

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

建築 23,574 11,959 35,534 12,709 22,824 4.1 926 12,725

土木 6,112 3,928 10,040 3,420 6,620 30.1 1,990 3,672

電気 856 1,550 2,407 877 1,530 28.8 440 1,023

計 30,543 17,439 47,982 17,006 30,975 10.8 3,357 17,422

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

建築 27,215 31,271 58,487 34,912 23,574 3.9 910 34,123

土木 6,774 8,596 15,371 9,259 6,112 28.4 1,737 8,774

電気 1,446 1,312 2,759 1,902 856 34.2 293 1,448

計 35,437 41,181 76,618 46,075 30,543 9.6 2,941 44,347

期別

受注工事高 完成工事高

１年通期 
(A) 

(百万円)

上半期 
(B) 

(百万円)

(B)／(A)
(％)

１年通期
(C) 

(百万円)

上半期 
(D) 

(百万円)

(D)／(C) 
(％)

第62期 37,211 15,451 41.5 37,769 17,398 46.1

第63期 43,623 23,130 53.0 41,294 13,628 33.0

第64期 41,181 21,910 53.2 46,075 18,697 40.6

第65期 ― 17,439 ― ― 17,006 ―



(3) 完成工事高 

  

 
(注) １ 完成工事のうち主なものは、次のとおりである。 

  前中間会計期間 請負金額５億円以上の主なもの 

  

 
  

  当中間会計期間 請負金額６億円以上の主なもの 

  

 
  

２ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであ

る。 

 
  

期別 区分
官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

計 
(百万円)

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

建築工事 1,352 12,545 13,898

土木工事 1,087 2,073 3,160

電気工事 ― 1,638 1,638

計 2,440 16,257 18,697

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

建築工事 588 12,120 12,709

土木工事 603 2,816 3,420

電気工事 ― 877 877

計 1,192 15,814 17,006

発注者 工事名称

株式会社総和地所 (仮称)ロータリーパレス国府津新築工事

双伸商事株式会社 (仮称)和歌山マンション新築工事

西日本高速道路株式会社 関西支社 阪和自動車道 芳養工事

大阪府東部流域下水道事務所
寝屋川流域下水道飛行場南増補幹線(第２工区) 
下水管渠築造工事

近畿地方整備局 営繕部 近畿管区警察学校生徒寮建築工事

発注者 工事名称

南海都市創造株式会社 なんばパークス２期建設工事

株式会社アークジャパン （仮称）ディナスティ東大阪新築工事

株式会社明豊エンタープライズ （仮称）塩浜２丁目外断熱マンション新築工事

アーバンライフ株式会社 （仮称）堺市鴨谷台計画新築工事

株式会社明豊エンタープライズ （仮称）ショルゼ府中の森公園新築工事

前中間会計期間 南海電気鉄道株式会社 3,513百万円 18.8％

当中間会計期間 南海電気鉄道株式会社 3,532百万円 20.8％



(4) 手持工事高(平成19年９月30日現在) 

  

 
(注) 手持工事のうち請負金額10億円以上の主なものは、次のとおりである。 

  

 
  

３ 【対処すべき課題】 

景気は設備投資が堅調に推移していることから、個人消費が持ち直し、企業収益や雇用情勢が改善を持

続していることもあり、緩やかながらも回復の動きを続けるものと思われる。 

 このような中、当社グループでは、「新３ヵ年計画」の基本方針にもとづき、「目標受注工事高の確

保」、「各年度必達目標利益の達成」および「繰越損失の一掃」を目指していく。「目標受注工事高の確

保」については、現在の事業規模を維持しつつ、従来からの民間住宅や公共工事の受注に加え、環境、医

療、学校、商業施設などの民間非住宅のウエイトを高めていく。このほか、地域別では、近畿圏から首都

圏へのシフトを進めていく。また、「各年度必達目標利益の達成」については、原価管理に関する諸施策

を引き続き実施するとともに、販売費及び一般管理費と有利子負債についても、予算管理の中で一層の圧

縮に努めていく。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間において、特記すべき事項はない。 

  

区分
官公庁 
(百万円)

民間
(百万円)

計 
(百万円)

建築工事 340 22,484 22,824

土木工事 2,304 4,316 6,620

電気工事 ─ 1,530 1,530

計 2,644 28,331 30,975

発注者 工事名称 完成予定年月

藤和不動産株式会社・総
合地所株式会社

（仮称）堺市新堀１丁マンション新築工事 平成19年11月完成予定

株式会社中央コーポレー
ション・株式会社タミー
コーポレーション

（仮称）プレミアム・ランズ堺東新築工事 平成20年３月完成予定

西日本高速道路株式会社 東九州自動車道高鍋工事 平成21年３月完成予定

藤和不動産株式会社 （仮称）松戸秋山駅前プロジェクト新築工事 平成20年２月完成予定

有楽土地株式会社 （仮称）オーベル相模大野Ⅱ新築工事 平成20年１月完成予定



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、特記すべき事項はない。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はない。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 470,000,000

計 470,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 288,357,304 同左
大阪証券取引所
(市場第２部)

―

計 288,357,304 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

― 288,357,304 ― 7,864 ― ―



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

南海電気鉄道株式会社 大阪市中央区難波五丁目１番60号 166,351 57.69

住之江興業株式会社 大阪市住之江区泉一丁目１番71号 11,710 4.06

株式会社大林組 大阪市中央区北浜東４番33号 11,040 3.83

株式会社奥村組 大阪市阿倍野区松崎町二丁目２番２号 8,000 2.77

前田建設工業株式会社 東京都千代田区富士見二丁目10番26号 8,000 2.77

南海ビルサービス株式会社 大阪市浪速区難波中二丁目７番２号 4,080 1.41

ノムラ シンガポール リミテ
ッド アカント ノミニー エ
フジェー205(Ａ/Ｃ ＦＪ-205)  
(常任代理人 野村證券株式会
社)

６ BATTERY ROAD #39-01 STANDARD 
CHARTERED BANK BLDG. SINGAPORE 0104  
(東京都中央区日本橋一丁目９番１号)

3,172 1.10

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 3,103 1.08

株式会社明豊エンタープライズ 東京都渋谷区渋谷二丁目12番19号 3,000 1.04

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 2,725 0.95

計 ― 221,182 76.70



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 完全議決権株式(その他)の欄の普通株式には、財団法人証券保管振替機構名義の株式が163,000株含まれて

おり、議決権の数の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数163個が含まれている。 

２ 単元未満株式数欄の普通株式には、当社所有の自己株式727株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) このほか、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が2,000株ある。なお、当該株

式数は、①発行済株式の完全議決権株式(その他)の欄に含めている。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第２部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであ

る。 

 役職の異動 

   

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 39,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

288,190,000
288,190 ―

単元未満株式  
普通株式 128,304 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 288,357,304 ― ―

総株主の議決権 ― 288,190 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
南海辰村建設株式会社

大阪市浪速区難波 
中三丁目５番19号

39,000 ― 39,000 0.01

計 ― 39,000 ― 39,000 0.01

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 60 70 76 70 59 55

最低(円) 52 54 64 56 48 49

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役 
常務執行役員

安全品質環境部・ 
東京支店担当

代表取締役 
常務執行役員

東京支店長
安全品質環境部担当

鍋嶋 勝博 平成19年11月１日

取締役 
常務執行役員

東京支店長
取締役 

常務執行役員
東京支店副支店長 足立 禮一 平成19年11月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24

年建設省令第14号)に準じて記載している。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)

の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間(平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けて

いる。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金預金 1,806 2,246 1,904

 ２ 受取手形・ 
   完成工事未収入金等

※５ 14,428 16,374 20,420

 ３ 販売用不動産 ※3,4 428 489 502

 ４ 未成工事支出金 4,092 3,013 2,726

 ５ 不動産事業支出金 94 265 94

 ６ 材料貯蔵品 80 80 81

 ７ 繰延税金資産 201 99 99

 ８ その他 489 672 895

   貸倒引当金 △181 △159 △159

    流動資産合計 21,440 64.5 23,081 66.9 26,565 69.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物・構築物 2,261 2,016 2,063

  (2) 土地 ※3,4 7,059 7,100 6,864

  (3) その他 59 9,381 62 9,179 63 8,991

 ２ 無形固定資産 111 121 111

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 748 572 822

  (2) 繰延税金資産 1,017 1,179 1,109

  (3) その他 1,737 830 1,682

    貸倒引当金 △1,199 2,304 △455 2,126 △1,143 2,471

    固定資産合計 11,797 35.5 11,427 33.1 11,574 30.4

    資産合計 33,237 100 34,508 100 38,139 100



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形・ 
   工事未払金等

12,850 10,492 16,440

 ２ 短期借入金 6,716 10,389 9,406

 ３ 未成工事受入金 1,853 1,784 584

 ４ 完成工事補償引当金 32 40 37

 ５ 工事損失引当金 115 27 26

 ６ 賞与引当金 153 137 140

 ７ その他 279 594 504

    流動負債合計 22,001 66.2 23,466 68.0 27,140 71.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 2,885 2,520 2,561

 ２ 退職給付引当金 1,010 1,179 1,096

 ３ 役員退職慰労引当金 ― 12 ─

 ４ その他 143 145 145

    固定負債合計 4,039 12.1 3,858 11.2 3,803 10.0

   負債合計 26,040 78.3 27,325 79.2 30,944 81.1

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 7,864 23.7 7,864 22.8 7,864 20.6

 ２ 利益剰余金 △753 △2.3 △667 △2.0 △768 △2.0

 ３ 自己株式 △2 △0.0 △2 △0.0 △2 △0.0

    株主資本合計 7,109 21.4 7,194 20.8 7,093 18.6

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

87 0.3 △11 △0.0 101 0.3

    評価・換算差額等 
    合計

87 0.3 △11 △0.0 101 0.3

   純資産合計 7,196 21.7 7,183 20.8 7,195 18.9

   負債純資産合計 33,237 100 34,508 100 38,139 100



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※１

 １ 完成工事高 19,464 17,213 47,112

 ２ 不動産事業売上高 336 19,800 100 161 17,375 100 490 47,602 100

Ⅱ 売上原価

 １ 完成工事原価 18,255 16,027 44,470

 ２ 不動産事業売上原価 150 18,406 93.0 128 16,155 93.0 269 44,739 94.0

   売上総利益

  １ 完成工事総利益 1,209 1,185 2,641

  ２ 不動産事業総利益 185 1,394 7.0 33 1,219 7.0 221 2,863 6.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２ 1,068 5.4 1,007 5.8 2,085 4.4

   営業利益 325 1.6 211 1.2 777 1.6

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 9 1 22

 ２ 受取配当金 6 7 9

 ３ 消費税等還付加算金 
   等

― 8 ─

 ４ その他 10 26 0.2 7 24 0.1 19 51 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 90 101 197

 ２ その他 13 103 0.5 23 124 0.7 27 225 0.5

   経常利益 249 1.3 111 0.6 603 1.2

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 ─ 84 20

 ２ 貸倒引当金戻入額 ─ 42 ─

 ３ 固定資産売却益
※３

275 ─ 275

 ４ 関係会社株式売却益 89 ─ 89

 ５ その他 ― 365 1.8 ― 126 0.7 8 393 0.8

Ⅶ 特別損失

 １ 違約金 ― 111 ─

 ２ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

― 12 ─

 ３ 貸倒引当金繰入額 7 ─ ─

 ４ 固定資産除却損 ※４ ― ― 162

 ５ 販売用不動産評価損 ― ― 117

 ６ 独禁法に係る課徴金 ― ― 67

 ７ 減損損失 ※５ ― ― 32

 ８ その他 ※６ 7 14 0.1 3 128 0.7 26 405 0.8

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

599 3.0 110 0.6 592 1.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

7 9 15

   法人税等調整額 107 115 0.5 ― 9 0.0 107 123 0.2

   中間(当期)純利益 484 2.5 101 0.6 468 1.0



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度の要約連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

株主資本
評価・換算 

差額等
純資産合計

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証 
券評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 7,864 △1,237 △2 6,624 228 6,853

中間連結会計期間中の変動額

 中間純利益 484 484 484

 自己株式の取得 △0 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△140 △140

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 484 △0 484 △140 343

平成18年９月30日残高(百万円) 7,864 △753 △2 7,109 87 7,196

株主資本
評価・換算 

差額等
純資産合計

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証 
券評価差額金

平成19年３月31日残高(百万円) 7,864 △768 △2 7,093 101 7,195

中間連結会計期間中の変動額

 中間純利益 101 101 101

 自己株式の取得 △0 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△113 △113

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 101 △0 101 △113 △11

平成19年９月30日残高(百万円) 7,864 △667 △2 7,194 △11 7,183

株主資本
評価・換算 

差額等
純資産合計

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証 
券評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 7,864 △1,237 △2 6,624 228 6,853

連結会計年度中の変動額

 当期純利益 468 468 468

 自己株式の取得 △0 △0 △0

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△126 △126

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― 468 △0 468 △126 342

平成19年３月31日残高(百万円) 7,864 △768 △2 7,093 101 7,195



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日

 至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成18年４月１日

 至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前 

   中間(当期)純利益
599 110 592

 ２ 減価償却費 68 67 134

 ３ 貸倒引当金の増減額 

   (減少：△)
△158 △42 △236

 ４ 工事損失引当金の増減額 

   (減少：△)
△55 1 △144

 ５ 賞与引当金の増減額 

   (減少：△)
45 △3 ―

 ６ 退職給付引当金の増減額 

   (減少：△)
124 83 210

 ７ 受取利息及び受取配当金 △16 △8 △31

 ８ 支払利息 90 101 197

 ９ 有形固定資産売却損益 

   (益：△)
△275 ― △275

 10 投資有価証券売却損益 

   (益：△)
― △84 ―

 11 関係会社株式売却損益 

   (益：△)
△89 ― △89

 12 売上債権の増減額 

   (増加：△)
4,258 4,049 △1,661

 13 未成工事支出金の増減額 

   (増加：△)
183 △286 1,549

 14 その他たな卸資産の増減額 

   (増加：△)
30 12 147

 15 仕入債務の増減額 

   (減少：△)
△2,557 △5,948 1,033

 16 未成工事受入金の増減額 

   (減少：△)
236 1,200 △1,032

 17 未収消費税等の増減額 

   (増加：△)
△147 206 △206

 18 未払消費税等の増減額 

   (減少：△)
△8 340 △6

 19 その他 32 △181 81

    小計 2,360 △383 261

 20 利息及び配当金の受取額 15 8 31

 21 利息の支払額 △81 △99 △198

 22 法人税等の支払額 △16 △15 △6

   営業活動による 

   キャッシュ・フロー
2,278 △490 88



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日

 至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成18年４月１日

 至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △20 △23 △41

 ２ 定期預金の払戻による収入 27 20 67

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △18 △241 △33

 ４ 投資有価証券の取得による支出 △21 △60 △107

 ５ 投資有価証券の売却による収入 ― 212 56

 ６ 貸付金の回収による収入 1,091 5 1,093

 ７ 連結範囲の変更を伴う 

   子会社株式売却による収入
24 ― 24

 ８ その他 87 △26 52

   投資活動による 

   キャッシュ・フロー
1,170 △113 1,111

Ⅲ 財務活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額(減少：△) △4,900 1,100 △2,300

 ２ 長期借入れによる収入 1,000 600 1,500

 ３ 長期借入金の返済による支出 △1,120 △757 △1,853

 ４ 自己株式の取得による支出 △0 △0 △0

   財務活動による 

   キャッシュ・フロー
△5,020 942 △2,653

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 

  (減少：△)
△1,571 338 △1,454

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 3,319 1,865 3,319

Ⅵ 現金及び現金同等物の 

  中間期末(期末)残高
※１ 1,748 2,203 1,865



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

 すべての子会社(２社)を

連結している。 

連結子会社名 

 南海建設興業株式会社 

 南海電設株式会社 

 

 南海建物サービス株式会

社及び辰村道路株式会社に

ついては、株式譲渡により

当中間連結会計期間より連

結の範囲から除外してい

る。 

 なお、辰村道路株式会社

については、連結子会社で

あった期間の損益計算書の

み連結している。

 すべての子会社(２社)を

連結している。 

連結子会社名 

 南海建設興業株式会社 

 南海電設株式会社

 すべての子会社(２社)を

連結している。 

連結子会社名 

 南海建設興業株式会社 

 南海電設株式会社 

 

 南海建物サービス株式会

社及び辰村道路株式会社に

ついては、株式譲渡により

当連結会計年度より連結の

範囲から除外している。 

 なお、辰村道路株式会社

については、連結子会社で

あった期間の損益計算書の

み連結している。

２ 持分法の適用に関

する事項

 該当事項なし。  同左  同左

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

 連結子会社である南海電

設株式会社の中間決算日は

７月31日である。中間連結

財務諸表の作成に当たって

は同中間決算日現在の中間

財務諸表を使用している。

ただし、８月１日から９月

30日までの期間に発生した

重要な取引については連結

上必要な調整を行ってい

る。

 同左  連結子会社である南海電

設株式会社の決算日は１月

31日である。連結財務諸表

の作成に当たっては同決算

日現在の財務諸表を使用し

ている。ただし、２月１日

から連結決算日３月31日ま

での期間に発生した重要な

取引については連結上必要

な調整を行っている。

４ 会計処理基準に関

する事項

 (1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

有価証券 

① 満期保有目的の債券 

  償却原価法(定額法)

有価証券 

① 満期保有目的の債券 

  同左

有価証券 

① 満期保有目的の債券 

  同左

② その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は総

平均法により算定し

ている)

② その他有価証券 

  時価のあるもの 

   同左

② その他有価証券

  時価のあるもの

   決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は総

平均法により算定し

ている)

  時価のないもの

   総平均法による原価

法

  時価のないもの 

   同左

  時価のないもの 

   同左

デリバティブ 

  時価法

デリバティブ 

  同左

デリバティブ 

  同左



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

たな卸資産 

① 販売用不動産 

  個別法による原価法 

② 未成工事支出金  

  個別法による原価法 

③ 不動産事業支出金  

  個別法による原価法 

④ 材料貯蔵品  

  最終仕入原価法

たな卸資産 

① 販売用不動産 

  個別法による原価法 

  （収益性の低下による 

    簿価切下げの方法） 

② 未成工事支出金 

  個別法による原価法 

③ 不動産事業支出金  

  個別法による原価法 

   （収益性の低下による 

    簿価切下げの方法） 

④ 材料貯蔵品  

  最終仕入原価法 

   （収益性の低下による 

    簿価切下げの方法）

たな卸資産 

① 販売用不動産 

  個別法による原価法 

② 未成工事支出金  

  個別法による原価法 

③ 不動産事業支出金  

  個別法による原価法 

④ 材料貯蔵品  

  最終仕入原価法

 

（会計方針の変更）

 「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基

準委員会 平成18年７月５

日 企業会計基準第９号）

が平成20年３月31日以前に

開始する連結会計年度に係

る連結財務諸表から適用で

きることになったことに伴

い、当中間連結会計期間か

ら同会計基準を適用してい

る。 

 この結果、従来の方法に

よった場合と比べて、売上

総利益、営業利益、経常利

益、税金等調整前中間純利

益及び中間純利益がそれぞ

れ13百万円減少している。 

 なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に

記載している。 

 

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く)につい

ては定額法によっている。 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっている。 

 ただし、建物(建物附属

設備を除く)については平

成10年度の税制改正に伴い

耐用年数が短縮されている

が、改正前の耐用年数を継

続適用している。

有形固定資産 

 定率法  

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く)につい

ては定額法によっている。 

 なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によってい

る。  

 ただし、建物(建物附属

設備を除く)については平

成10年度の税制改正に伴い

耐用年数が短縮されている

が、改正前の耐用年数を継

続適用している。

有形固定資産 

 定率法  

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く)につい

ては定額法によっている。 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっている。  

 ただし、建物(建物附属

設備を除く)については平

成10年度の税制改正に伴い

耐用年数が短縮されている

が、改正前の耐用年数を継

続適用している。



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（会計方針の変更）

 法人税法の改正((所得税

法等の一部を改正する法律

平成19年３月30日 法律第

６号）及び(法人税法施行

令の一部を改正する政令

平成19年３月30日 政令第

83号))に伴い、平成19年４

月１日以降に取得したもの

については、改正後の法人

税法に基づく方法に変更し

ている。 

 当該変更に伴う損益に与

える影響は軽微である。 

（追加情報） 

 なお、平成19年３月31日

以前に取得したものについ

ては、償却可能限度額まで

償却が終了した翌連結会計

年度から５年間で均等償却

する方法によっている。 

 当該変更に伴う損益に与

える影響は軽微である。 

 

無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法、その他の

無形固定資産は法人税法に

規定する耐用年数によって

いる。

無形固定資産 

 同左 

 

無形固定資産 

 同左



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (3) 重要な引当金の

計上基準

貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸

倒による損失に備えて、一

般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上してい

る。

貸倒引当金 

 同左

貸倒引当金 

 同左

完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保

の費用に備えて、当中間連

結会計期間末に至る１年間

の完成工事高に対する将来

の見積補償額に基づいて計

上している。

完成工事補償引当金 

 同左

完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保

の費用に備えて、当連結会

計年度の完成工事高に対す

る将来の見積補償額に基づ

いて計上している。

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損

失に備えて、当中間連結会

計期間末手持工事のうち損

失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見

積ることができる工事につ

いて、損失見込額を計上し

ている。

工事損失引当金 

 同左

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損

失に備えて、当連結会計年

度末手持工事のうち損失の

発生が見込まれ、かつ、そ

の金額を合理的に見積るこ

とができる工事について、

損失見込額を計上してい

る。

 

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備

えて、将来の支給見込額の

うち当中間連結会計期間の

負担額を計上している。

 

賞与引当金 

 同左

 

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備

えて、将来の支給見込額の

うち当連結会計年度の負担

額を計上している。

 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

て、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末におい

て発生していると認められ

る額を計上している。 

 会計基準変更時差異

(3,222百万円)は、主とし

て15年による按分額を費用

処理している。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により

償却している。 

 

 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

て、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末におい

て発生していると認められ

る額を計上している。 

 会計基準変更時差異

(3,222百万円)は、15年に

よる按分額を費用処理して

いる。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により

償却している。 

 

 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

て、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上

している。 

 会計基準変更時差異

(3,222百万円)は、主とし

て15年による按分額を費用

処理している。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により

償却している。 

 



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(15

年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から償却し

ている。

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(13

年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から償却し

ている。 

（追加情報） 

 数理計算上の差異の費用

処理年数については、従業

員の平均残存勤務期間が短

くなったことに伴い、平均

残存勤務期間以内の一定の

年数を15年から13年に変更

している。 

 なお、当該変更に伴う損

益に与える影響は軽微であ

る。

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(15

年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から償却し

ている。

役員退職慰労引当金 

 従来、連結子会社３社が

計上していたが、うち２社

である南海建物サービス株

式会社及び辰村道路株式会

社は、当中間連結会計期間

に譲渡した。 

 南海建設興業株式会社

は、平成18年６月の定時株

主総会において従前の基準

による慰労金を退任時に支

給することを決議したこと

により、当該金額９百万円

を流動負債のその他に含め

て表示している。

役員退職慰労引当金 

 当社は、役員の退職慰労

金の支給に備えて、内規に

基づく中間期末要支給額を

計上している。 

（会計方針の変更）  

 当社は、役員退職慰労金

について、平成16年３月31

日をもって役員退職慰労金

制度を廃止し、それ以降は

廃止時における内規に基づ

く要支給額を役員の退任時

に、株主総会の承認に基づ

き支出時の費用としていた

が、当中間連結会計期間よ

り、当該内規に基づく要支

給額を役員退職慰労引当金

として計上する方法に変更

した。 

 この変更は、当中間連結

会計期間に「租税特別措置

法上の準備金及び特別法上

の引当金又は準備金並びに

役員退職慰労引当金等に関

する監査上の取扱い」(日

本公認会計士協会 監査・

保証実務委員会報告第42号

平成19年４月13日改正)が

公表されたことを契機に、

期間損益の適正化及び財務

内容の健全化を図るため行

ったものである。 

 当中間連結会計期間にお

ける当該要支給相当額12百

万円を特別損失に計上して

いる。 

 この結果、従来の方法に

比べて、税金等調整前中間

純利益及び中間純利益はそ

れぞれ12百万円減少してい

る。

役員退職慰労引当金

 従来、連結子会社３社が

計上していたが、うち２社

である南海建物サービス株

式会社及び辰村道路株式会

社は、当連結会計年度に譲

渡した。

 南海建設興業株式会社

は、平成18年６月の定時株

主総会において従前の基準

による慰労金を退任時に支

給することを決議したこと

により、当該金額９百万円

を流動負債のその他に含め

て表示している。



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (4) 重要なリース取

引の処理方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。

 同左  同左

 (5) 重要なヘッジ会

計の方法

① ヘッジ会計の方法

  原則として繰延ヘッジ

処理によっている。な

お、特例処理の要件を満

たす金利スワップ取引に

ついては特例処理によっ

ている。

① ヘッジ会計の方法

  同左

① ヘッジ会計の方法

  同左

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ 
手段

金利スワップ
取引

ヘッジ 
対象

借入金の利息

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ
手段

同左

ヘッジ
対象

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ 
手段

同左

ヘッジ 
対象

同左

③ ヘッジ方針

  当社は、借入金の金利

変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を

行っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に行

っている。

③ ヘッジ方針

  同左

③ ヘッジ方針

  同左

④ ヘッジの有効性評価の

方法

  ヘッジ対象とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー

変動の累計額を基礎とし

て判定している。

④ ヘッジの有効性評価の

方法

  同左

④ ヘッジの有効性評価の

方法

  同左

 (6) その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための重要な

事項

① 長期請負工事の収益計

上処理

  工期１年超かつ受注金

額５億円超の工事につい

ては工事進行基準によっ

ており、工事進行基準に

よる完成工事高は9,583

百万円である。

① 長期請負工事の収益計

上処理

  工期１年超かつ受注金

額５億円超の工事につい

ては工事進行基準によっ

ており、工事進行基準に

よる完成工事高は10,319

百万円である。

① 長期請負工事の収益計

上処理

  工期１年超かつ受注金

額５億円超の工事につい

ては工事進行基準によっ

ており、工事進行基準に

よる完成工事高は24,846

百万円である。

② 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税

に相当する額の会計処理

は、税抜方式によってい

る。

② 消費税等の会計処理

  同左

② 消費税等の会計処理

  同左

５ 中間連結(連結)キ

ャッシュ・フロー

計算書における資

金の範囲

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヵ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなる。

 同左  同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５号

平成17年12月９日)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日)を適用している。これまでの資

本の部の合計に相当する金額は、

7,196百万円である。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成している。

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を

適用している。これまでの資本の部

の合計に相当する金額は、7,195百

万円である。 

 なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成している。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

2,374百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

2,302百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

2,248百万円

 

 ２ 保証債務

   下記の会社が顧客に対する前

受金について信用保証会社から

保証をうけており、この前受金

保証について当社が信用保証会

社に対して保証を行っている。

株式会社大京 166百万円

セントラルサー
ビス株式会社

131

株式会社ビッグ
ヴァン

114

その他(５件) 146

合計 559
 

 ２ 保証債務

   下記の会社が顧客に対する前

受金について信用保証会社から

保証をうけており、この前受金

保証について当社が信用保証会

社に対して保証を行っている。

株式会社大京 178百万円

株式会社TGM 48

株式会社山協
商事

3

合計 231

 ２ 保証債務

   下記の会社が顧客に対する前

受金について信用保証会社から

保証をうけており、この前受金

保証について当社が信用保証会

社に対して保証を行っている。

株式会社大京 584百万円

株式会社ビッグ
ヴァン

229

セントラルサー
ビス株式会社

141

株式会社ＴＧＭ 135

株式会社アーク
ジャパン

82

その他(２件) 69

合計 1,242

―――  ――― ※３ 従来、販売用不動産として保

有していた下記の不動産は、当

連結会計年度から所有目的を変

更し、固定資産に振替表示し

た。

 
土地 57百万円

 ―――  ――― ※４ 従来、固定資産として保有し

ていた下記の不動産は、当連結

会計年度から所有目的を変更

し、販売用不動産に振替表示し

た。

 
土地 248百万円

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形

   中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、当中

間連結会計期間の末日が金融機

関の休日であったが、満期日に

決済が行われたものとして処理

している。当中間連結会計期間

末日満期手形は次のとおりであ

る。

受取手形 39百万円

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形

   中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、当中

間連結会計期間の末日が金融機

関の休日であったが、満期日に

決済が行われたものとして処理

している。当中間連結会計期間

末日満期手形は次のとおりであ

る。

受取手形 81百万円

 

※５ 連結会計年度末日満期手形

   連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、当連結会

計年度の末日が金融機関の休日

であったが、満期日に決済が行

われたものとして処理してい

る。当連結会計年度末日満期手

形は次のとおりである。

受取手形 11百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 当社グループの売上高は、通

常の営業形態として、上半期に

比べ下半期に完成する工事の割

合が大きいため、連結会計年度

の上半期の売上高と下半期の売

上高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季

節的変動がある。

※１ 同左        ―――

※２ このうち、主要な費目及び金

額は、次のとおりである。

従業員給料手当 438百万円

賞与引当金繰入額 53

退職給付費用 85

※２ このうち、主要な費目及び金

額は、次のとおりである。

従業員給料手当 399百万円

賞与引当金繰入額 47

退職給付費用 79

※２ このうち、主要な費目及び金

額は、次のとおりである。

従業員給料手当 903百万円

賞与引当金繰入額 48

退職給付費用 137

※３ 連結子会社２社を譲渡したこ

とに伴う固定資産売却益の内訳

は、次のとおりである。

土地 197百万円

建物 78

275

 

      ――― ※３ 連結子会社２社を譲渡したこ

とに伴う固定資産売却益の内訳

は、次のとおりである。

土地 197百万円

建物 78

275

      ―――       ――― ※４ 固定資産除却損の主なもの

は、建物120百万円である。

      ―――       ――― ※５ 減損損失 

 当社グループは、投資事業区

分を基準として資産のグループ

化を行っている。 

 当連結会計年度は、不動産事

業の資産において、営業活動か

ら生ずる損益が継続してマイナ

スである賃貸用１物件の土地・

建物について、帳簿価額と回収

可能価額の差額32百万円を減損

損失として特別損失に計上して

いる。その内訳は、土地4百万

円、建物27百万円である。 

 なお、資産の回収可能価額は

固定資産税による倍率評価額及

び合理的な処分見積額等により

算出した正味売却価額を使用し

ている。

※６ その他の主なものは、ゴルフ

会員権売却損３百万円である。

      ――― ※６ その他の主なものは、業務委

託契約解除損19百万円である。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

 
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものである。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

 
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものである。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

 
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものである。 

  

株式の種類
前連結会計年度末 
株式数(千株)

当中間連結会計期間
増加株式数(千株)

当中間連結会計期間
減少株式数(千株)

当中間連結会計期間末
株式数(千株)

発行済株式

普通株式 288,357 ― ― 288,357

自己株式

普通株式 35 1 ― 36

株式の種類
前連結会計年度末 
株式数(千株)

当中間連結会計期間
増加株式数(千株)

当中間連結会計期間
減少株式数(千株)

当中間連結会計期間末
株式数(千株)

発行済株式

普通株式 288,357 ― ― 288,357

自己株式

普通株式 38 1 ― 39

株式の種類
前連結会計年度末 
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末 
株式数(千株)

発行済株式

普通株式 288,357 ― ― 288,357

自己株式

普通株式 35 3 ― 38



次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

(平成18年９月30日現在)

現金預金勘定 1,806百万円

預入期間が３ヵ月 
を超える定期預金

△58

現金及び 
現金同等物

1,748

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

(平成19年９月30日現在)

現金預金勘定 2,246百万円

預入期間が３ヵ月
を超える定期預金

△42

現金及び 
現金同等物

2,203  

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金預金勘定 1,904百万円

預入期間が３ヵ月 
を超える定期預金

△39

現金及び
現金同等物

1,865

 

 ２ 株式の売却により連結子会社

でなくなった会社の資産及び負

債の主な内訳

  南海建物サービス株式会社

  (平成18年３月31日現在)

流動資産 464百万円

固定資産 1,444

 資産合計 1,909

流動負債 542

固定負債 1,169

 負債合計 1,712

      ―――

 

 ２ 株式の売却により連結子会社

でなくなった会社の資産及び負

債の主な内訳

  南海建物サービス株式会社

  (平成18年３月31日現在)

流動資産 464百万円

固定資産 1,444

資産合計 1,909

流動負債 542

固定負債 1,169

負債合計 1,712

 

  辰村道路株式会社

  (平成18年３月31日現在)

流動資産 728百万円

固定資産 218

 資産合計 947

流動負債 497

固定負債 122

 負債合計 619
  

  辰村道路株式会社

  (平成18年３月31日現在)

流動資産 728百万円

固定資産 218

資産合計 947

流動負債 497

固定負債 122

負債合計 619



(リース取引関係) 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (貸主側)

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高

取得価額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

中間期末
残高 

(百万円)

建築附属 
設備

117 62 54

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (貸主側)

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高

取得価額
(百万円)

減価償却
累計額 

(百万円)

中間期末
残高 

(百万円)

建築附属 
設備

117 68 48

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (貸主側)

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び期末残高

取得価額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

期末残高
(百万円)

建築附属
設備

117 66 51

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 7百万円

１年超 67

合計 75

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高及び見積残存価額の残

高の合計額が営業債権の中間期末

残高等に占める割合が低いため、

受取利子込み法により算定してい

る。

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 7百万円

１年超 59

合計 67

  同左
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 7百万円

１年超 63

合計 71

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高及び見積残存価額の残高の合計

額が営業債権の期末残高等に占め

る割合が低いため、受取利子込み

法により算定している。

③ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 3百万円

減価償却費 3

③ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 3百万円

減価償却費 2

③ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 7百万円

減価償却費 6



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (借主側)

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)
機械・運
搬具・工
具器具備
品

100 52 48

 (借主側)

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)
機械・運
搬具・工
具器具備
品

97 70 26

 (借主側)

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 

(百万円)

機械・運
搬具・工
具器具備
品

97 59 37

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 21百万円

１年超 26

合計 48

  なお、取得価額相当額及び未経

過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定している。

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 17百万円

１年超 9

合計 26

  同左
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 21百万円

１年超 16

合計 37

  なお、取得価額相当額及び未経

過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により

算定している。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 11

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 10百万円

減価償却費相当額 10

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 22百万円

減価償却費相当額 22

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。

④ 減価償却費相当額の算定方法

  同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

  同左

２ オペレーティング・リース取引

 (貸主側)

  未経過リース料

１年内 3百万円

１年超 129

合計 132

２ オペレーティング・リース取引

 (貸主側)

  未経過リース料

１年内 3百万円

１年超 126

合計 129

２ オペレーティング・リース取引

 (貸主側)

  未経過リース料

１年内 3百万円

１年超 128

合計 131



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 表中の取得原価は、減損処理後の帳簿価額である。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結(連結)貸借対照表計上額 

  その他有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平

成19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３

月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はない。 

  

種類

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

取得原価 
(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借
対照表計
上額 

(百万円)

差額
(百万円)

(1) 株式 414 561 147 395 384 △11 463 634 170

(2) 債券

  国債・ 
  地方債等

9 10 0 9 10 0 9 10 0

(3) その他 11 11 0 11 11 0 11 11 0

合計 435 583 147 416 405 △11 484 656 171

種類
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

非上場株式 165百万円 166百万円 166百万円



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

建設事業 
(百万円)

不動産事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

19,464 336 19,800 ― 19,800

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

4 6 10 (10) ―

計 19,468 342 19,811 (10) 19,800

営業費用 19,299 168 19,468 6 19,474

営業利益 168 174 342 (16) 325

建設事業 
(百万円)

不動産事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

17,213 161 17,375 ― 17,375

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

4 6 10 (10) ―

計 17,217 168 17,385 (10) 17,375

営業費用 17,006 142 17,148 15 17,163

営業利益 211 26 237 (25) 211



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1) 事業区分の方法 

  日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

(2) 各区分に属する主要な事業の内容 

  建設事業：建築・土木・電気その他建設工事全般に関連する事業 

  不動産事業：不動産の販売、賃貸事業その他不動産に関連する事業 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 
３ 会計処理の変更 

（前中間連結会計期間） 

 記載すべき事項はない。 

（当中間連結会計期間） 

 たな卸資産の評価に関する会計基準の変更 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 （1）重要な

資産の評価基準及び評価方法 たな卸資産（会計方針の変更）」に記載のとおり、当中間連結会計期間から

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）を

適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間における営業費用は

「不動産事業」が13百万円増加し、営業利益が同額減少している。 

（前連結会計年度） 

 記載すべき事項はない。 

  

【所在地別セグメント情報】 

在外連結子会社がないため、記載していない。 

  

【海外売上高】 

海外売上高がないため、記載していない。 

  

建設事業 
(百万円)

不動産事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

47,112 490 47,602 ― 47,602

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

8 12 20 (20) ―

計 47,120 503 47,623 (20) 47,602

営業費用 46,506 303 46,809 15 46,825

営業利益 613 200 813 (36) 777

前中間連結会計期間 
（百万円）

当中間連結会計期間
（百万円）

前連結会計年度
（百万円）

主な内容

消去又は全社の項
目に含めた配賦不
能営業費用の金額

16 25 36
提出会社の福利厚
生施設に係る費用



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

２ １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

(2) 【その他】 

重要な訴訟事件等  

当社が平成元年８月に共同企業体の構成会社として施工した建築物件（当社の請負金額242百万

円）に対し、発注者は中央建設工事紛争審査会に瑕疵を主張して当初の請負金額を大幅に超える補修

費用等を支払うよう求める仲裁手続きを申し立て、現在審理中である。 

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 24.96円 １株当たり純資産額 24.92円 １株当たり純資産額 24.96円

１株当たり中間純利益 1.68円 １株当たり中間純利益 0.35円 １株当たり当期純利益 1.63円

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益 
(百万円)

484 101 468

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)
純利益(百万円)

484 101 468

普通株式の期中平均株式数
(千株)

288,321 288,318 288,320



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金預金 1,566 2,014 1,699

 ２ 受取手形 ※５ 2,041 4,776 2,475

 ３ 完成工事未収入金 12,283 11,559 17,855

 ４ 販売用不動産 ※3,4 428 489 502

 ５ 未成工事支出金 4,131 3,036 2,718

 ６ 不動産事業支出金 94 265 94

 ７ 材料貯蔵品 75 74 75

 ８ 繰延税金資産 201 99 99

 ９ その他 ※６ 486 669 890

   貸倒引当金 △181 △158 △158

   流動資産合計 21,128 64.2 22,825 66.7 26,252 69.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物・構築物 2,181 1,937 1,981

  (2) 土地 ※3,4 7,059 7,100 6,863

  (3) その他 45 42 42

   有形固定資産計 9,286 9,080 8,887

 ２ 無形固定資産 111 120 111

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 714 538 788

  (2) 繰延税金資産 1,017 1,179 1,109

  (3) その他 1,824 914 1,760

   貸倒引当金 △1,192 △451 △1,139

   投資その他の資産計 2,363 2,180 2,518

   固定資産合計 11,761 35.8 11,381 33.3 11,517 30.5

   資産合計 32,889 100 34,206 100 37,770 100



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 3,848 4,517 4,427

 ２ 工事未払金 8,797 5,836 11,800

 ３ 不動産事業未払金 0 0 0

 ４ 短期借入金 6,715 10,389 9,406

 ５ 未払法人税等 20 17 30

 ６ 未成工事受入金 1,853 1,768 583

 ７ 完成工事補償引当金 32 40 37

 ８ 工事損失引当金 115 27 26

 ９ 賞与引当金 146 131 132

 10 その他 ※６ 215 539 424

   流動負債合計 21,745 66.1 23,269 68.0 26,871 71.2

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 2,885 2,520 2,561

 ２ 退職給付引当金 997 1,173 1,080

 ３ 役員退職慰労引当金 ─ 12 ─

 ４ 長期預り保証金 65 70 68

   固定負債合計 3,948 12.0 3,776 11.1 3,710 9.8

   負債合計 25,693 78.1 27,046 79.1 30,581 81.0

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 7,864 23.9 7,864 23.0 7,864 20.8

 ２ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 △753 △690 △774

   利益剰余金合計 △753 △2.3 △690 △2.0 △774 △2.0

 ３ 自己株式 △2 △0.0 △2 △0.0 △2 △0.0

   株主資本合計 7,108 21.6 7,172 21.0 7,088 18.8

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

87 0.3 △11 △0.1 101 0.2

   評価・換算差額等 
   合計

87 0.3 △11 △0.1 101 0.2

   純資産合計 7,196 21.9 7,160 20.9 7,189 19.0

   負債純資産合計 32,889 100 34,206 100 37,770 100



② 【中間損益計算書】 

  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※１

 １ 完成工事高 18,697 17,006 46,075

 ２ 不動産事業売上高 342 19,040 100 168 17,175 100 503 46,578 100

Ⅱ 売上原価

 １ 完成工事原価 17,592 15,904 43,611

 ２ 不動産事業売上原価 155 17,747 93.2 132 16,036 93.4 277 43,888 94.2

   売上総利益

  １ 完成工事総利益 1,104 1,102 2,463

  ２ 不動産事業総利益 187 1,292 6.8 36 1,138 6.6 225 2,689 5.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 969 5.1 944 5.5 1,920 4.1

   営業利益 323 1.7 193 1.1 769 1.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 10 1 23

２ 消費税等 

  還付加算金等
─ 8 ─

 ３ その他 14 24 0.1 11 21 0.1 24 48 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 89 101 197

 ２ その他 13 102 0.5 22 123 0.7 26 223 0.5

   経常利益 245 1.3 91 0.5 593 1.3

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 ─ 84 20

 ２ 貸倒引当金戻入額 ― 42 16

 ３ 関係会社株式売却益 242 242 1.2 ─ 126 0.7 242 279 0.6

Ⅶ 特別損失

 １ 違約金 ― 111 ─

２ 役員退職慰労 
  引当金繰入額

― 12 ─

 ３ 固定資産除却損 ※３ ― ― 161

 ４ 販売用不動産評価損 ― ― 117

 ５ 独禁法に係る課徴金 ― ― 67

 ６ 減損損失 ※４ ― ― 32

 ７ その他 ※５ 7 7 0.0 3 127 0.7 26 404 0.9

   税引前中間(当期) 
   純利益

481 2.5 91 0.5 468 1.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

7 7 15

   法人税等調整額 ― 7 0.0 ─ 7 0.0 ─ 15 0.0

   中間(当期)純利益 474 2.5 84 0.5 453 1.0



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

株主資本
評価・換算 

差額等

純資産合計

資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証 
券評価差額金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 7,864 △1,227 △2 6,634 224 6,859

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 474 474 474

 自己株式の取得 △0 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額(純額)

△137 △137

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 474 △0 474 △137 336

平成18年９月30日残高(百万円) 7,864 △753 △2 7,108 87 7,196

株主資本
評価・換算 

差額等

純資産合計

資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証 
券評価差額金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 7,864 △774 △2 7,088 101 7,189

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 84 84 84

 自己株式の取得 △0 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額(純額)

△112 △112

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ 84 △0 83 △112 △28

平成19年９月30日残高(百万円) 7,864 △690 △2 7,172 △11 7,160



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

株主資本
評価・換算 

差額等

純資産合計

資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証 
券評価差額金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 7,864 △1,227 △2 6,634 224 6,859

事業年度中の変動額

 当期純利益 453 453 453

 自己株式の取得 △0 △0 △0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△123 △123

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

― 453 △0 453 △123 329

平成19年３月31日残高(百万円) 7,864 △774 △2 7,088 101 7,189



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

有価証券 

① 満期保有目的の債券 

  償却原価法(定額法)

有価証券 

① 満期保有目的の債券 

  同左

有価証券 

① 満期保有目的の債券 

  同左

② 子会社株式 

  総平均法による原価法

② 子会社株式 

  同左

② 子会社株式 

  同左

③ その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は総

平均法により算定し

ている)

③ その他有価証券 

  時価のあるもの 

   同左

③ その他有価証券

  時価のあるもの

   決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は総

平均法により算定し

ている)

  時価のないもの

   総平均法による原価

法 

 

  時価のないもの 

   同左

  時価のないもの 

   同左

デリバティブ 

  時価法 

 

デリバティブ 

  同左

デリバティブ 

  同左

たな卸資産 

① 販売用不動産 

  個別法による原価法 

② 未成工事支出金  

  個別法による原価法 

③ 不動産事業支出金  

  個別法による原価法 

④ 材料貯蔵品  

  最終仕入原価法

たな卸資産 

① 販売用不動産 

  個別法による原価法 

  （収益性の低下による 

  簿価切下げの方法） 

② 未成工事支出金 

  個別法による原価法 

③ 不動産事業支出金  

  個別法による原価法 

  （収益性の低下による 

  簿価切下げの方法） 

④ 材料貯蔵品  

  最終仕入原価法 

  （収益性の低下による 

   簿価切下げの方法） 

 

たな卸資産 

① 販売用不動産 

  個別法による原価法 

② 未成工事支出金  

  個別法による原価法 

③ 不動産事業支出金  

  個別法による原価法 

④ 材料貯蔵品  

  最終仕入原価法

 （会計方針の変更）

 「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」(企業会計基

準委員会 平成18年７月５

日 企業会計基準第９号)

が平成20年３月31日以前に

開始する事業年度に係る財

務諸表から適用できること

になったことに伴い、当中

間会計期間から同会計基準

を適用している。 

 この結果、従来の方法に

よった場合と比べて、売上

総利益、営業利益、経常利

益、税引前中間純利益及び

中間純利益がそれぞれ13百

万円減少している。 



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 固定資産の減価償

却の方法

有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く)につい

ては定額法によっている。 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっている。 

 ただし、建物(建物附属

設備を除く)については平

成10年度の税制改正に伴い

耐用年数が短縮されている

が、改正前の耐用年数を継

続適用している。

有形固定資産 

 定率法  

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く)につい

ては定額法によっている。 

 なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によってい

る。  

 ただし、建物(建物附属

設備を除く)については平

成10年度の税制改正に伴い

耐用年数が短縮されている

が、改正前の耐用年数を継

続適用している。

（会計方針の変更）

 法人税法の改正((所得税

法等の一部を改正する法律

平成19年３月30日 法律第

６号）及び(法人税法施行

令の一部を改正する政令

平成19年３月30日 政令第

83号))に伴い、平成19年４

月１日以降に取得したもの

については、改正後の法人

税法に基づく方法に変更し

ている。 

 当該変更に伴う損益に与

える影響は軽微である。 

（追加情報） 

 なお、平成19年３月31日

以前に取得したものについ

ては、償却可能限度額まで

償却が終了した翌事業年度

から５年間で均等償却する

方法によっている。 

 当該変更に伴う損益に与

える影響は軽微である。 

 

有形固定資産  

 定率法  

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く)につい

ては定額法によっている。 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっている。  

 ただし、建物(建物附属

設備を除く)については平

成10年度の税制改正に伴い

耐用年数が短縮されている

が、改正前の耐用年数を継

続適用している。

無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては社内にお

ける利用可能期間(５年)に

基づく定額法、その他の無

形固定資産については法人

税法に規定する耐用年数に

よっている。 

 

無形固定資産 

 同左

無形固定資産 

 同左



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸

倒による損失に備えて、一

般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上してい

る。 

 

貸倒引当金 

 同左

貸倒引当金 

 同左

完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保

の費用に備えて、当中間会

計期間末に至る１年間の完

成工事高に対する将来の見

積補償額に基づいて計上し

ている。 

 

完成工事補償引当金 

 同左

完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保

の費用に備えて、当事業年

度の完成工事高に対する将

来の見積補償額に基づいて

計上している。

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損

失に備えて、当中間会計期

間末手持工事のうち損失の

発生が見込まれ、かつ、そ

の金額を合理的に見積るこ

とができる工事について、

損失見込額を計上してい

る。 

 

工事損失引当金 

 同左

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損

失に備えて、当事業年度末

手持工事のうち損失の発生

が見込まれ、かつ、その金

額を合理的に見積ることが

できる工事について、損失

見込額を計上している。

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備

えて、将来の支給見込額の

うち当中間会計期間の負担

額を計上している。 

 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

て、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生し

ていると認められる額を計

上している。 

 会計基準変更時差異

(3,178百万円)は、15年に

よる按分額を費用処理して

いる。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により

償却している。 

 

賞与引当金 

 同左 

  

  

  

 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

て、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生し

ていると認められる額を計

上している。 

 会計基準変更時差異

(3,178百万円)は、15年に

よる按分額を費用処理して

いる。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により

償却している。 

 

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備

えて、将来の支給見込額の

うち当事業年度の負担額を

計上している。 

 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

て、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上して

いる。 

 会計基準変更時差異

(3,178百万円)は、15年に

よる按分額を費用処理して

いる。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により

償却している。 

 



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(15年)に

よる定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業

年度から償却している。 

 

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(13年)に

よる定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業

年度から償却している。 

（追加情報）  

 数理計算上の差異の費用

処理年数については、従業

員の平均残存勤務期間が短

くなったことに伴い、平均

残存勤務期間以内の一定の

年数を15年から13年に変更

している。  

 なお、当該変更に伴う損

益に与える影響は軽微であ

る。 

 

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(15年)に

よる定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業

年度から償却している。

 

 

―――

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給

に備えて、内規に基づく中

間期末要支給額を計上して

いる。 

（会計方針の変更）  

 役員退職慰労金につい

て、平成16年３月31日をも

って役員退職慰労金制度を

廃止し、それ以降は廃止時

における内規に基づく要支

給額を役員の退任時に、株

主総会の承認に基づき支出

時の費用としていたが、当

中間会計期間より、当該内

規に基づく要支給額を役員

退職慰労引当金として計上

する方法に変更した。 

 この変更は、当中間会計

期間に「租税特別措置法上

の準備金及び特別法上の引

当金又は準備金並びに役員

退職慰労引当金等に関する

監査上の取扱い」(日本公

認会計士協会 監査・保証

実務委員会報告第42号 平

成19年４月13日改正)が公

表されたことを契機に、期

間損益の適正化及び財務内

容の健全化を図るため行っ

たものである。 

 当中間会計期間における

当該要支給相当額12百万円

を特別損失に計上してい

る。 

 この結果、従来の方法に

比べて、税引前中間純利益

及び中間純利益はそれぞれ

12百万円減少している。

 

 

―――



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。 

 

 同左  同左

５ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

  原則として繰延ヘッジ

処理によっている。な

お、特例処理の要件を満

たす金利スワップ取引に

ついては特例処理によっ

ている。

① ヘッジ会計の方法

  同左

① ヘッジ会計の方法

  同左

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ 
手段

金利スワップ
取引

ヘッジ 
対象

借入金の利息

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ
手段

同左

ヘッジ
対象

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ 
手段

同左

ヘッジ 
対象

同左

③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針

  借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金利

スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行ってい

る。

  同左   同左

④ ヘッジの有効性評価の

方法

  ヘッジ対象とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー

変動の累計額を基礎とし

て判定している。 

 

④ ヘッジの有効性評価の

方法

  同左

④ ヘッジの有効性評価の

方法

  同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

① 長期請負工事の収益計

上処理

  工期１年超かつ受注金

額５億円超の工事につい

ては工事進行基準によっ

ており、工事進行基準に

よる完成工事高は9,583

百万円である。 

 

② 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税

に相当する額の会計処理

は、税抜方式によってい

る。

① 長期請負工事の収益計

上処理

  工期１年超かつ受注金

額５億円超の工事につい

ては工事進行基準によっ

ており、工事進行基準に

よる完成工事高は10,319

百万円である。 

 

② 消費税等の会計処理

  同左

① 長期請負工事の収益計

上処理

  工期１年超かつ受注金

額５億円超の工事につい

ては工事進行基準によっ

ており、工事進行基準に

よる完成工事高は24,846

百万円である。 

 

② 消費税等の会計処理

  同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を

適用している。これまでの資本の部

の合計に相当する金額は、7,196百

万円である。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成している。

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日)を適

用している。これまでの資本の部の

合計に相当する金額は、7,189百万

円である。

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成してい

る。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、2,188百万円である。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、2,109百万円である。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、2,062百万円である。

 ２ 保証債務

   下記の会社の銀行借入金につ

いて保証を行っている。

南海電設株式会社 0百万円
 

 ２ 保証債務

―――

 ２ 保証債務

―――

 

   下記の会社が顧客に対する前

受金について信用保証会社から

保証をうけており、この前受金

保証について当社が信用保証会

社に対して保証を行っている。

株式会社大京 166百万円

セントラルサー
ビス株式会社

131

株式会社ビッグ
ヴァン

114

その他(５件) 146

合計 559
 

   下記の会社が顧客に対する前

受金について信用保証会社から

保証をうけており、この前受金

保証について当社が信用保証会

社に対して保証を行っている。

株式会社大京 178百万円

株式会社ＴＧＭ 48

株式会社山協商
事

3

合計 231

   下記の会社が顧客に対する前

受金について信用保証会社から

保証をうけており、この前受金

保証について当社が信用保証会

社に対して保証を行っている。

株式会社大京 584百万円

株式会社ビッグ
ヴァン

229

セントラルサー
ビス株式会社

141

株式会社ＴＧＭ 135

株式会社アーク
ジャパン

82

その他(２件) 69

合計 1,242

――― ――― ※３ 従来、販売用不動産として保

有していた下記の不動産は、当

事業年度から所有目的を変更

し、固定資産に振替表示した。

 
土地 57百万円

――― ――― ※４ 従来、固定資産として保有し

ていた下記の不動産は、当事業

年度から所有目的を変更し、販

売用不動産に振替表示した。

 
土地 248百万円

※５ 中間会計期間末日満期手形

   中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、当中間会

計期間の末日が金融機関の休日

でしたが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理している。

当中間会計期間末日満期手形の

金額は、次のとおりである。

受取手形 39百万円

※５ 中間会計期間末日満期手形

   中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、当中間会

計期間の末日が金融機関の休日

でしたが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理している。

当中間会計期間末日満期手形の

金額は、次のとおりである。

受取手形 81百万円

※５ 事業年度末日満期手形

   事業年度末日満期手形の会計

処理については、当事業年度の

末日が金融機関の休日であった

が、満期日に決済が行われたも

のとして処理している。当事業

年度末日満期手形は次のとおり

である。

受取手形 11百万円

※６ 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してい

る。

※６ 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してい

る。

   

―――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 当社の売上高は、通常の営業

の形態として、上半期に比べ下

半期に完成する工事の割合が大

きいため、事業年度の上半期の

売上高と下半期の売上高との間

に著しい相違があり、上半期と

下半期の業績に季節的変動があ

る。当中間会計期間末に至る一

年間の売上高は次のとおりであ

る。

※１ 同左        ―――

前事業年度 
下半期

27,835百万円

当中間 
会計期間

19,040

合計 46,875

前事業年度
下半期

27,538百万円

当中間 
会計期間

17,175

合計 44,713

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 50百万円

無形固定資産 11

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 48百万円

無形固定資産 13

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 97百万円

無形固定資産 24

       ―――       ――― ※３ 固定資産除却損の主なもの

は、建物120百万円である。

       ―――       ――― ※４ 当社は、投資事業区分を基準

として資産のグループ化を行っ

ている。 

 当事業年度は、不動産事業の

資産において、営業活動から生

ずる損益が連続してマイナスで

ある賃貸用１物件の土地・建物

について、帳簿価額と回収可能

価額の差額32百万円を減損損失

として特別損失に計上してい

る。その内訳は、土地4百万

円、建物27百万円である。 

 なお、資産の回収可能価額は

固定資産税による倍率評価額及

び合理的な処分見積額等により

算出した正味売却価額を使用し

ている。

※５ その他の主なものは、ゴルフ

会員権売却損３百万円である。

      ――― ※５ その他の主なものは、業務委

託契約解除損19百万円である。



次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

 
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものである。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

 
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものである。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

 
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものである。 

  

  

株式の種類
前事業年度末 
株式数(千株)

当中間会計期間
増加株式数(千株)

当中間会計期間
減少株式数(千株)

当中間会計期間末 
株式数(千株)

普通株式 35 1 ― 36

株式の種類
前事業年度末 
株式数(千株)

当中間会計期間
増加株式数(千株)

当中間会計期間
減少株式数(千株)

当中間会計期間末 
株式数(千株)

普通株式 38 1 ― 39

株式の種類
前事業年度末 
株式数(千株)

当事業年度
増加株式数(千株)

当事業年度
減少株式数(千株)

当事業年度末 
株式数(千株)

普通株式 35 3 ― 38



(リース取引関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (貸主側)

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高

取得価額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

中間期末
残高 

(百万円)

建物附属 
設備

117 62 54

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (貸主側)

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高

取得価額
(百万円)

減価償却
累計額 

(百万円)

中間期末
残高 

(百万円)

建物附属 
設備

117 68 48

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (貸主側)

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び期末残高

取得価額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

期末残高
(百万円)

建物附属
設備

117 66 51

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 7百万円

１年超 67

合計 75

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高及び見積残存価額の残

高の合計額が営業債権の中間期末

残高等に占める割合が低いため、

受取利子込み法により算定してい

る。

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 7百万円

１年超 59

合計 67

  同左
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 7百万円

１年超 63

合計 71

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高及び見積残存価額の残高の合計

額が営業債権の期末残高等に占め

る割合が低いため、受取利子込み

法により算定している。

③ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 3百万円

減価償却費 3

③ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 3百万円

減価償却費 2

③ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 7百万円

減価償却費 6



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (借主側)

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

車両運搬
具

13 3 9

工 具 器
具・備品

73 38 35

合計 87 42 45

 (借主側)

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

車両運搬
具

13 6 7

工 具 器
具・備品

73 55 18

合計 87 61 25

 (借主側)

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 

(百万円)

車両運搬
具

13 4 8

工 具 器
具・備品

73 46 26

合計 87 51 35

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 19百万円

１年超 25

合計 45

  なお、取得価額相当額及び未経

過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定している。

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 16百万円

１年超 9

合計 25

  同左
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 19百万円

１年超 16

合計 35

  なお、取得価額相当額及び未経

過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により

算定している。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 9百万円

減価償却費相当額 9

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 9百万円

減価償却費相当額 9

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 19百万円

減価償却費相当額 19

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。

④ 減価償却費相当額の算定方法

  同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

  同左

２ オペレーティング・リース取引

 (貸主側)

  未経過リース料

１年内 3百万円

１年超 129

合計 132

２ オペレーティング・リース取引

 (貸主側)

  未経過リース料

１年内 3百万円

１年超 126

合計 129

２ オペレーティング・リース取引

 (貸主側)

  未経過リース料

１年内 3百万円

１年超 128

合計 131



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものは

ない。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

(2) 【その他】 

重要な訴訟事件等 

当社が平成元年８月に共同企業体の構成会社として施工した建築物件（当社の請負金額242百万

円）に対し、発注者は中央建設工事紛争審査会に瑕疵を主張して当初の請負金額を大幅に超える補修

費用等を支払うよう求める仲裁手続きを申し立て、現在審理中である。 

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出した金融商品取引

法第25条第１項各号に掲げる書類は、次のとおりである。 

  

 
  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類 
 

事業年度 
(第64期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月28日提出 
 

訂正報告書 上記有価証券報告書の訂正報告書
平成19年７月６日提出 
 

訂正報告書 上記有価証券報告書の訂正報告書
平成19年９月27日提出 
 



該当事項なし。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成18年12月８日

南海辰村建設株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている南海辰村建設株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、南海辰村建設株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  中  俊  廣  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  基  博  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成19年12月13日

南海辰村建設株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている南海辰村建設株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中

間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連

結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、南海辰村建設株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  中  俊  廣  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  基  博  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成18年12月８日

南海辰村建設株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている南海辰村建設株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第64期事業年度の中間会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、南海辰村建設株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  中  俊  廣  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  基  博  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成19年12月13日

南海辰村建設株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている南海辰村建設株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第65期事業年度の

中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、南海辰村建設株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  中  俊  廣  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  基  博  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。
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